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１．震災調査結果概要

東北地方太平洋沖地震の発生後，発電所施設の保全計画策定に向け，発電所敷地における被害を

調査

• 実施日：平成23年3月22～24日
• 調査箇所

敷地全体，発電所施設に関する土木構造物（取放水口等），物揚げ場，構内道路

発電所建物，人が常駐する建物（事務本館等）

• 調査項目
被害状況の確認（外観目視）

詳細点検の必要性確認

対策の要否判断等

調査結果（地盤関係）

• 発電所構内において，液状化の痕跡（噴砂，地中構造物の浮き上がり等）は認められなかった。
• 構内主要道路に数箇所，埋設物との境界に段差（最大20cm程度）を確認 ⇒P4

• 建物の周辺に地盤沈下（建物本体に影響はない程度）を確認
• 取水構造物周りの埋戻し地盤に比較的大きな沈下を確認 ⇒P5
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１．震災調査結果概要

T.P.-9.45m T.P.+8.00m

T.P.+4.10m

：建設時の掘削形状

調査結果（地盤関係，取水構造物周辺）

取水構造物周りの埋戻し地盤に比較的大きな沈下を確認した。
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護岸の水平変位量

沈下した範囲は躯体からほ
ぼ10m以内の範囲である。
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２．取水構造物周りで確認された地盤沈下の要因

土木学会東日本大震災特別委員会 原子力安全土木技術特定テーマ委員会第3回会合に
おける報告（平成24年2月）

• 東北地方太平洋沖地震における取水構造物周りの地盤の被害として，複数の要因
を想定していたが，噴砂跡の消失の可能性も考え，「液状化（地盤沈下）」を報告

震災後の調査時点の分析結果（平成23年3月） 至近の分析結果（平成29年1月）

揺すり込
み沈下

緩い埋戻土の揺すり込み沈下 同左

液状化 調査において液状化による噴砂跡は確認され
ないものの，津波が達していたことから，津波に
より液状化による噴砂跡の消失の可能性を考
慮。

• 津波の到達がない取水構造物西側の沈下箇所
において，噴砂跡，地中埋設物の浮き上がりは
認められない。…写真⑭

• 取水構造物の北側，南側も上記と同様の施工
で埋め戻されており，液状化の可能性は小さい
と考えられる。

洗掘・吸
出し

津波（引き波）による埋戻土の洗掘・吸出し 同左

【調査結果】

沈下は構造物の周りに限られて発生している。また，構内で噴砂，地中埋設物の浮き上がり等の液状化の痕跡は

認められない。

⇒ 沈下は埋戻土で限定的に発生している。

埋戻土の層厚（約13m）に対して沈下量（1m超）が，大きい。




